定期報告・随時報告が必要な場合について
大阪労働局労働基準部安全課
　登録教習機関が法令等に基づき下記の届出書の提出が必要ですので、実施管理者及び担当者の方は報告の期日の遅延や漏れがないようご留意いただきますようお願いします。
記
１　登録事項の変更の届出（根拠条文：安衛法第77条第3項、登録省令第22条の2）
（届出が必要な場合）
　登録事項を変更しようとするとき。
（報告期日）
　変更しようとする日の2週間前まで。
（報告様式）
　登録教習機関登録事項変更届出書（様式第1号の5）
（添付書類）
　登記簿謄本等変更内容が客観的に分かる公的書類。
（備考）
　登録事項とは、事務所の名称、所在地、代表者を変更する場合をいいます。
２　業務規程の変更の届出（根拠条文：安衛法第77条第3項、同法第48条第1項、登録省令第23条）
（届出が必要な場合）
　業務規程の変更の届出をしようとするとき。
（報告期日）
　変更しようとする日の2週間前まで。
（報告様式）
　業務規程変更届出書（様式第3号）
（添付書類）
　　改正後の規程等（変更箇所が分かるよう該当条文等の新旧対照表の添付を願います。）
（備考）
　　業務規程の変更は本文の変更だけではなく、付属規程、別添資料、別紙様式等本規程に付帯するものも含みます。
３　業務の休廃止等の届出（根拠条文：安衛法第77条第3項、登録省令第23条の2）
（届出が必要な場合）
　登録した技能講習又は教習の業務の休止又は廃止をしようとするとき。
（報告様式）
　技能講習・教習業務休廃止届出書（様式第4号）
（添付書類）
　「廃止」の場合は修了者台帳を指定保存交付機関へ引き渡したことがわかるもの。
（備考）
　登録した区分毎に届出が必要となります。
４　事業報告書（根拠条文：安衛法第77条第3項、同法第50条第4項）
（届出が必要な場合）
　昨年度の技能講習、教習業務の実績を報告するとき。
（報告様式）
　任意様式（大阪労働局のホームページ「登録教習機関の皆様へ」4（2）に様式を掲載）
（報告期日）
　毎事業年度経過後3ヶ月以内。
（添付書類）
　・損益計算書又は収支決算書
　・今年度の事業計画書（任意様式）
　・役員、実施管理者、講師変更届（大阪労働局のホームページ「登録教習機関の皆様へ」4（2）に様式を掲載）
（備考）
　　役員、実施管理者、講師変更届は年度替わりに変更した場合以外は、随時報告して下さい。（詳細は下記５を参照して下さい。）
５　役員、実施管理者、講師変更届（随時報告は大阪労働局の指導事項）
（届出が必要な場合）
　役員、実施管理者、講師が変更、追加、退職（解任）した場合。　
（報告様式）
　任意様式（大阪労働局のホームページ「登録教習機関の皆様へ」4（2）に様式を掲載）
（報告期日）
　　変更後速やかに報告することが原則ですが、特に講師については、選任する前に報告して下さい。（講師の選任条件を満たしていない場合がありえるため。）
（添付書類）
　　・　実施管理者については履歴書、実務経験等証明書。（「労働安全衛生法及び関係法令を十分理解している必要がある。」ので、このことが分かるような書類を添付することとなります。）
　　　　実施管理者の選任については、一人で行うことが困難な場合などは、複数を選任することは可能ですが、役割分担については明確にすることが必要です。
　　・　講師の選任（学科の追加を含みます。）についても実施管理者に準じた資料を添付して下さい。（学歴、専攻科目、経験年数、担当職務の内容については具体的に確認することとなります。）
